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研究要旨 

平成20～22（2008～2010）年度、MASH大阪は以下のような研究事業を実施した： 

1．以下の介入プログラムを執行した： 

1)コミュニティレベルのプログラムとして、月刊のコミュニティペーパー＜SaL+＞の発行を継

続して行った。平成21（2009）年度より編集方針を転換し、従来のエイズ予防/セクシュアル

ヘルス関連情報をコミュニティ情報でくるんで提示する方式に代わり、エイズ予防/セクシュ

アルヘルス関連情報を前面に押し出す方式を採用した。平成20年4月～23年1月の期間に、月

平均186店舗および38団体に21名のボランティアが6600部を配布した。また平成22（2010）年

度にはこれまで発行された＜SaL+＞0号～95号の記事内容の分析研究を行い、記事内容と認知

率およびセクシュアルヘルス意識との相関について調べた。その結果、セクシュアルヘルス

を前面に出しても認知率が下がっていないことが確認された。 

2)グループ・個人レベルのプログラムとして：①ドロップインセンター＜dista＞関連事業を執

行した。平成20年4月～23年1月の期間に、月平均836.9名が来場、うち成果の指標である初来

場者数は月平均90名、期間全体で3,036名であった。カフェイベント、教室、展覧会が頻繁に

開催され、相談件数は月平均19.4件であった。スタッフ研修プログラムが大幅に充実し、平

成21年度は毎月開催され、参加者は6～17名であった。②STI勉強会＜Café Chat＞を執行した。

毎月趣向を変え、工夫を凝らして開催し、参加者は平均7.4名であった。③若年層ネットワー

ク構築支援プログラム＜Step＞を随時開催、３年間で総計544名が参加、うち454名がドロッ

プインセンター＜dista＞を利用した。またそのうち124名がドロップインセンターへの初来

場者であった。④ハッテン場におけるセーファーセックス促進環境整備プログラム＜ハッテ

ン場プロジェクト～β～＞（商業系ハッテン場等でのコンドーム普及100％作戦）を執行した。

2008（平成20）年度に19の商業施設を対象に実施した予備調査の結果をふまえ、2009（平成

21）年度は15の施設に対し総計58,800パックの啓発資材（コンドーム、ローション、啓発情

報）を短期間に集中して配布した。 

2．上記プログラムを執行するためのアウトリーチ体制を整備した。 

3．アドボカシイ事業として、京都府、大阪府、大阪市、兵庫県に対して各種提言を行なった。 

4．上記介入プログラムの効果評価ツールとして、以下のような調査を行った。 
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1)平成20（2008）年度および22（2010）年度に複数のクラブにおける質問紙調査（クラブ調査）

を実施した。 

2)平成21（2009年）および平成22（2010）年度にゲイバー顧客層を対象とした質問紙調査（バー

精密調査）を実施した。 

 

A．研究目的 

 本研究の目的は、平成20～22（2008～2010）

年度に執行された研究事業を記述・分析し、効

果評価と照合することで、個別施策層向け予防

介入事業のモデル構築を試みるところにある。 

 

B．研究対象と方法 

本研究の対象は平成20～22（2008～2010）年

度にMASH大阪によって執行された予防介入プロ

グラムであり、後述する効果評価の結果と比較

検討したうえで考察を加える。比較検討、考察

にあたっては、疫学とその周辺領域のみならず、

ソーシャルマーケティング理論、社会学といっ

た広い領域からの言及を行うこととする。 

 

C．研究結果 

1．介入プログラムと考察 

各プログラムの実施状況について、順次報告

する。 

1）コミュニティペーパー＜SaL+＞ 

（これまでの流れ） 

2000～2002年度に実施した臨時検査イベント

＜SWITCH＞を通して得られた情報をコミュニ

ティに還元するツールとして構想された＜SaL+

＞は、2003年度にはコミュニティペーパー的性

格を強めつつ浸透、2004年度実施したクラブ調

査の結果、ベースラインと比較して関連知識、

受検行動、予防行動のいずれにおいても、受取

り群には非受取り群と比較して有意な効果がも

たされた。 

（プログラムの目的） 

①HIV感染予防およびセクシュアルヘルスの推

進に関してMASH大阪が把握している情報をコ

ミュニティに還元することで、読者層にコミュ

ニティへの帰属意識を涵養し、予防・検査・ケ

アへの行動変容を促す。 

②配布活動を通じて、コミュニティとのネット

ワークを構築する。 

（到達目標） 

2010年度クラブ調査における＜SaL+＞認知率

を50％に引き上げる、と設定した。 

（事業の展開） 

平成21（2009）年度に記事内容を再編成し、

これまでのエイズ予防・セクシュアルヘルス関

連情報をコミュニティ情報でくるんで提示する

方式をやめ、エイズ予防・セクシュアルヘルス

関連情報を前面に押し出す方式を採用した。 

（配布実績） 

2008～2010 年度の配布実績は以下の通り： 

年度 店舗数 団体数 
月配布 
部数 

ボラ 
のべ数 

2008 
189～195

店舗

32～37 

団体 

6595～ 

7770 部 

7～37 

名

2009 
188～195

店舗

37～40 

団体 

6503～ 

7140 部 

15～28 

名

2010 
185～193

店舗

39～42 

団体 

6658～ 

7077 部 

12～32 

名

3 年間
185～195

店舗

32～42 

団体 

6503～ 

7770 部 

7～32 

名

 

（記事内容の分析） 

これまで発行されてきた同ペーパーのテキ

ストを分析すると、特集記事のテーマ設定に

よって①１号～12号：エイズ関連情報が特集

のテーマであった時期、②13号～76号：特集

記事がコミュニティ・ネットワークのツール

の役割を果たした時期、③77号～95号：再び

エイズ関連情報が特集記事となった時期、の

３つの時期に分類できることが分かった。ま

たそれぞれの時期が、①同ペーパーをニュー

スレターと位置付けた時期であり、記者・編

集者の声が中心となっている時期（第 1期）、
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②コミュニティ・ペーパーと位置付け、コミュ

ニティ・ネットワークの構築を最優先した時

期であり、コミュニティメンバーの声が中心

となっている時期（第 2期）、③ネットワー

クの定着をふまえ、再びエイズ関連情報の提

供を最優先した時期であり、記者・コミュニ

ティメンバー・専門職者の声が混ざり合って

いる時期（第 3期）、にそれぞれ対応すると

指摘した。また時期を問わず一貫して見られ

る特徴として、多声的な言説空間の構築がめ

ざされている、セクシュアル・マイノリティ

であることを問題視しない態度、セックスを

肯定する態度、HIV 陽性であることを問題視

しない態度、笑いを基本とする文体、の 5点

が明らかとなった。 

（効果評価） 

（1）2008年度および2010年度に実施したクラ

ブ調査の結果、HIV予防に関する知識・行動・

意識と＜SaL+＞接触の有無との関連について

以下のような結論を得た： 

①認知率は2008年で40％、2010年で48％で

あり、到達目標（50％）には僅かに届かな

かった。 

②「何も症状がない早い段階で、検査をし

てHIVに感染していることがわかり適切な治

療を続ければ、エイズの発症を抑えること

ができる」と正しく答えた者の割合は受取

り群で78％（2008年）、81％（2010年）、

非受取り群でそれぞれ70％、77％であった。 

③＜SaL+＞接触群では、非接触群と比較し

てHIV抗体検査の受検率に明らかな増加が

認められた。 

以上から、コミュニティペーパー＜SaL+＞

の認知が継続的に広がるとともに、検査行動

を中心とした予防行動の普及が認められたと

結論できる。 

（2）2009年度に実施したバー精密調査の結果、

以下のような結論を得た： 

 ①コミュニティペーパー＜SaL+＞の認知率

は69.7％で、うち約９割が読んだことがあ

ると回答した。この水準は2005年度、2007

年度時の調査結果とほぼ同水準であり、現

行の人的・資金的編集・発行・配布体制の

もとではほぼ飽和状態に達していることが

示唆されている。 

 ②50代以上の回答者における認知率は若い

世代に比較して25％程度下回ることがわ

かった。中高年向けの定期刊行物の開発が

待たれる。 

2）ドロップインセンター＜dista＞ 

（これまでの流れ） 

MASH大阪が運営するドロップインセンター

が開設されたのは 2002 年。翌 2003 年度から

エイズ予防財団の委託事業と位置付けられた。

2009 年度から施設は国の事業として維持・管

理され、MASH 大阪がプログラムを運営する体

制となった。 

（機能および目的） 

（1）予防啓発プログラムを戦略的に展開する

ための拠点。ここで当事者性を重視した予防

啓発プログラムをコミュニティの中心エリア

で提供することにより、コミュニティにおけ

るセクシュアルヘルスの増進を目指す。 

（2）コミュニティメンバーがふらっと立ち寄

り、セクシュアルヘルスやコミュニティ関連

の情報に接触する情報センター。ドロップイ

ンセンターを核とするネットワークが構築さ

れ、それを通じてセクシュアルヘルスおよび

共生のメッセージと正しい情報がコミュニ

ティへ伝わってゆくことを目指す。 

（3）コミュニティメンバーに向けての交流・

文化・啓発プログラムが執行されるコミュニ

ティセンター。情報と時間を共有し、HIV を

身近に感じる人が増えていくことで、HIV/AIDS

の予防と共生の意識がコミュニティ全体に広

がり、行動変容を促すことを目指す。 

（対象クライアント） 

ゲイ関連施設従業員、ゲイ関連施設利用者、

インターネット利用者、エイズ対策関連団体・

個人の 4者を想定している。 
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（運営体制） 

2009 年度より、曜日ごとの来場者数の推移を

考慮して、従来の月曜日定休を火曜日定休に

改めた。また基本オープン時間を 17 時～23

時とし、土曜日には不定期でイベントを開催、

場合に応じてオープン時間を17時～5時とし

た。17時～20時を Aシフト、20時～23時を

B シフト、イベント開催時の土曜日 23 時～5

時をCシフトとして、運営スタッフとコンシェ

ルジュ（ボランティア・スタッフ）でシフト

を組み、ドロップインセンターの運営にあたっ

た。コンシェルジュは現在約 10名が稼動して

いる。 

（相談体制） 

2009 年度、相談機能の強化をめざし、月一回

のペースで内外の講師を招き運営スタッフお

よびボランティア・スタッフを対象とした研

修を行なった。参加者は6名～17名であった。

研修のテーマは「HIV/STI の基礎知識」「対

人支援の基礎」「HIV 治療と福祉制度」「HIV

検査と支援」「薬物依存と HIV」「多様な対

象層と支援のリソース」などであった。2010

（平成 22）年度はやはり月一回のペースで運

営ミーティングを開催、相談事例についての

情報共有を通じて相談サービスの質の向上を

はかった。毎月の参加者は平均10名であった。 

（到達目標） 

以下のような到達目標を2008年度初頭に設定

した： 

（1）クラブ調査におけるドロップインセンター

の認知率を 60％に引き上げる。 

（2）新規来場者数を月平均 100 名に引き上げ

る。 

（3年間の利用状況） 

年度 
月平均 
総来場 
者数 

月平均 
新規来 
場者数 

月平均 
相談 
件数 

イベント開催状況 

2008 809.3 名 85.4 名 19.9 件 

・週末カフェイベント

（5種） 

・教室(手話、韓国語)

・展覧会 

2009 815.3 名 82.3 名 21.3 件 

・週末カフェイベント

（5種） 

・教室（手話、韓国語、

アロマ、アート他）

・展覧会 

2010 886.1 名 102.3 名 17.1 件 

・週末カフェイベント

（5種） 

・教室（手話、韓国語、

アロマ、アート他、

全７件） 

・展覧会（5件） 

（効果評価） 

（1）2008 年度および 2010 年度に実施された

クラブ調査の結果、ドロップインセンター＜

dista＞の認知率はそれぞれ 49％と 52％であ

り、60％に引き上げるという到達目標は達成

できなかった。 

（2）MASH 大阪では新規来場者数をドロップ

インセンター事業の効果評価の指標と捉えて

おり、新規来場者数を月平均 100 名に引き上

げるという到達目標を設定したが、この目標

は2010年度に達成された。その要因としては、

新規のカフェイベントや展覧会が新たなクラ

イアントを呼び込んだことが指摘されている。

3年間の新規来場者総数は 3,036 名（2011 年

1 月末現在）であり、堂山地区商業施設利用

層の 5人に１人がこの 3年間にドロップイン

センターを訪れていることになる。 

3）STI 勉強会 

（これまでの流れ） 

CAFE CHATとはエロネタや恋愛ネタを中心に

身近で興味をひくようなテーマを設定し、一義

的な展開や啓発色の強いメッセージを発信する

のではなく、自らの言葉で意見、情報を交換し、

多様な性や生活のあり方を認め合いその雰囲気

を共有するものである。自分達にとってのSEX

を考え、語ることにより、SEXに対する興味や

意識を喚起し、SEXと密接な関係にある性感染

症に対する認識を促すことを目的とする。 

（方法） 

実施手法として以下の点を挙げることができ

る。 

・ファシリテーターを設け対話形式で展開 

する。 
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・グランドルールを設ける。 

・リラックスできる場づくりのため、カ 

フェ形式を採用する。 

・プログラム最後に15分程度、STIやセー

ファーセックスを意識するような仕掛けを

設ける。 

・広報としてSaL+やdista.bでの告知、SNS

等を用いた。 

（成果） 

エロネタや恋愛ネタなどの身近なテーマ設定

により、参加者の積極的な発言を促すことがで

きた。 

それにより実生活に役立つ情報を共有し、実

践に役立ててみるという声が聞かれるなど、情

報を持ち帰ってもらうことの有意性が感じられ

た。 

プログラムの最後に15分程度のミニ勉強会や

対話の中でセーファーセックスを意識するため

の仕掛けを設けることで、必要な情報を的確に

伝えやすく、参加者への意識づけが可能な機会

となった。 

プログラムの実施状況は以下のとおりである。 

年度 
月平均 

参加者数 
月平均新規 
参加者数 

企画タイトル例 

2008 35.8 名 5.2 名 

・ゲイ春！セックス 

カルタ会 

・HIVについて 

2009 23.3 名 3.6 名 

・コンドームフェア 

・STI勉強会 

「オーラルケア」 

2010 

(2011

年 1 月

まで) 

7.4 名 3 名 
・男のセックス ABC 

・初めての○○ 

※月平均来場者数の算出にあたって、各年10

月のデータには、2008年10月、2009年10月、

2010年10月に開催されたPLuS+でのSTI勉強会

「CAFE CHAT」展示ブースへの来場者延べ数

を用いている。 

※2008年10月、2009年10月、2010年10月に開催

されたPLuS+でのSTI勉強会「CAFE CHAT」展

示ブースでは、新規来場者数をカウントして

いないため、各年の月平均新規来場者数の算

出にあたっては、それぞれ10月のデータを除

いている。 

4）若年層ネットワーク構築支援プログラム 

＜step＞ 

（目的） 

コミュニティにあまりアクセスしていな

い 10 代〜20 代の若者をターゲットとした

プログラムである。プログラムの目的とし

て以下の点が考慮されている。 

・コミュニティや、MASH 大阪に未接触の 

若者に対する入り口となる事 

・参加者が dista へアクセスするように 

なる事 

・他のプログラムへのボランティア・リク

ルートになる事 

（方法） 

事業は以下の点に留意しつつ展開した。 

・啓発色をださず、季節感やお得感、遊び 

に行く、楽しむ、友達作りなどの企画を実

施する。 

・コミュニティスペースdistaへアクセスす

るきっかけを提供する。 

・SNS＝ソーシャルネットワークサービスを

中心とした広報宣伝を行う。 

・プログラムに関わるスタッフの友人の中 

であまりSTIの情報に触れていないクライ

アントの参加を促進させる。 

・企画運営は主にコミュニティの若者が中 

心に行う。 

（成果） 

年度ごとの来場者数は以下に示すとおりで

ある。参加者数は、各年度とも平均で各回 29

名から 35 名程度を維持しているが、step の

目的の一つである「step 参加者の dista への

アクセス」に関しては、2010 年度でその割合

が低下している。 

コミュニティにあまりアクセスしていない

層をいかにリクルートするか、今後検討を要

する。 
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年度 
参加者数 
（累計） 

参加者の 
dista への 

流入 

dista 流入数
の内、新規
来場者数 

2008 
247 名 

（7回実施） 
222 名 69 名 

2009 
117 名 

（4回実施） 
99 名 43 名 

2010 

 

180 名 

（6回実施） 
133 名 12 名 

2008
～
2010 

544 名 

（17回実施） 
454 名 124 名 

※2010 年度における step 参加者の dista 流

入数の内、dista 新規来場者数が大幅に減

少しているのは、既に dista に接触してい

る人が、step に新規参加したことが原因で

ある。 

5）ハッテン場におけるセーファーセックス促

進環境整備プログラム＜ハッテン場プロジェク

ト～β～＞ 

（目的） 

このプロジェクトは、関西圏の商業系ハッ

テン場において、利用者に対して十分な量の

コンドーム及びローションが、セックスが行

われる場所からなるべく手の届く範囲に提供

されるための環境を構築するために実施され

る。 

商業系ハッテン場は、不特定多数の MSM が

セックスを目的として集まる場所であること

から、MSM のセクシュアル・ネットワークに

おいて、中心性が強い空間であるといえる。

実際にセックスを行なう空間であり、かつ会

話などのコミュニケーションなしにセックス

が成立する空間であるため、セーファーセッ

クスに関するネゴシエーションを事前に行い

にくい。そのため、この空間におけるセーファー

セックスの実践は「利用者個々人の意識・態

度」ならびに「施設の雰囲気・環境」に大き

く左右される。 

そこで本プログラムにおいては「施設の雰

囲気・環境についての介入」を試みる。 

京阪神圏の商業系ハッテン場において、利

用者がセックスを行なうのに十分な量のコン

ドームとローションが、セックスが行われる

場所からなるべく手の届く範囲において提供

される環境を、施設と十分に協議しながら構

築する。 

そして、利用者に対して安定的に継続して

コンドームとローションが提供された場合の

コンドーム使用率など、行動変容の推移を測

定する。 

（方法） 

このプログラムでは、関西圏の商業系ハッ

テン場の現地観察調査、オーナー・店長への

インタビュー調査（質問紙調査含む）、施設利

用者へのインタビュー調査、利用者への質問

紙調査、コンドームとローションの提供プロ

グラムを組み合わせて実施し、関西圏の商業

系ハッテン場において、コンドーム及びロー

ションが利用者に対して十分な量で無償提供

されるための環境を構築し、それに伴って利

用者の感染予防行動がどのように変容するか

を調査する。 

（成果） 

2008 年度から 2009 年度にかけては「関西

圏の商業系ハッテン場の施設数・規模・コン

ドーム＆ローション提供実態の把握」「関西

圏の商業系ハッテン場の施設利用者数･セック

ス回数推計」「ハッテン場オーナー・店長への

ヒアリング」「ハッテン場利用者へのインタ

ビュー調査」が実施され、2010 年度には「大

阪のハッテン場において顧客がセーファー

セックスを実行できる環境を提供するための

ガイドライン」作成に向け、ハッテン場オー

ナー・店長へのヒアリングを行なった。ガイ

ドラインの作成と運用に対しては多くの施設

が協力的であった。 

来年度に向けて、ヒアリングで得られた意

見をもとにガイドライン案を修正し、さらに

ヒアリングを継続して今後ガイドラインの本

格的な運用を目指す予定である。 

 

2．アウトリーチ体制 

MASH 大阪のアウトリーチ体制を通じて、期
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間中以下のような配布物が MSM 向け商業施設

に届けられた： 

①コミュニティペーパー＜SaL+＞（毎月） 

②予防啓発イベント＜PLuS+＞関連配布

物：アンケート・公式プログラム等（年

１回） 

③バー精密調査関連配布物：アンケート・

調査票（2007 年度、2009 年度、2010 年

度） 

④中高年向けセクシュアルヘルス・ガイド

（2010 年度） 

⑤ハッテン場プロジェクト関連配布物(2008、

2009、2010 年度） 

⑥その他：新年の挨拶 

このような多種の配布物を 3地域 180 軒を

超える商業施設に配布するため（⑤は 20数軒

のみの配布）、2007 年度に独自のアウトリー

チ体制を整備した。その骨子は： 

 ①堂山 6、ミナミ 3、新世界 1の配布ルート

を整備 

 ②アウトリーチ開始前15分間のミーティン

グにおける前回の配布実績の共有とオリエ

ンテーションの実施 

③施設側からの情報のフィードバック 

 ④アウトリーチ・マニュアルの作成 

であった。このように整備されたアウトリー

チ体制は2008～2010年度の期間中も維持され

た。期間中の特筆すべきこととしては、戦略

研究によって実施された中高年向けセクシュ

アルヘルス・ガイド（2010 年度）の配布の際、

新世界地域の商業施設が新規開拓できたこと

があげられる。このことは、クライアント層

に向けた予防啓発資材の開発が対象店舗の開

拓につながったものと考えられる。 

 

3．アドボカシイ事業 

期間中、以下のようなアドボカシイ事業を

行なった： 

① 平成 21～22 年度、大阪府エイズ対策基

本方針の改訂作業に協力した（大阪府

健康医療部保健医療室地域保健感染

症課との協働）。 
② 大阪市エイズ対策基本指針の改訂作業

に協力した（大阪市健康福祉局保健所

感染症対策担当との協働）。平成 23年

1 月に開設された大阪市エイズ対策評

価検討会議に委員として参加し、今後

の協議にも継続して参加する予定。 
③ 平成 20～22 年度、京都府エイズ予防啓

発ボランティア（『紅紐』）のコーディ

ネータを派遣した。また京都府在住MSM

でドロップインセンター来場者に相談

サービスを提供した（京都府健康福祉

部健康対策課感染症担当との協働）。 
④ 平成 22年 11 月、兵庫県健康福祉事務

所 HIV 担当者普及啓発研修のプログラ

ム立案と運営を担当した（健康福祉部

健康局疾病対策課感染症係との協働）。 

 

D．結論 

1．クライアント像の検討 

（MSM コミュニティの規模） 

2005～2007（平成 18～19）年度に実施した

社会地理学的研究の結果、堂山地区、ミナミ

地区、新世界地区にアクセスする MSM の実数

はそれぞれ 17,756 人、14,506 人、6,529 人で

あることがわかった。また 2007（平成 19）年

度に実施したバー精密調査の分析結果を加え

てさらに分析した結果、大阪地域の MSM 向け

商業施設集積エリアの中で、堂山地域が核と

しての役割を果たしている（他地域、他地区

からの流入が多く、逆方向の流出が少ない）

ことがわかった。また、３地域の重なりを除

いた「商業施設利用 MSM の母集団（実数）」は

約 33,000 人と推定された。 

一方、2007（平成 19）年度の時点で、大阪

府在住の MSM の総人口は先行研究から約 15

万人と推定されていたが、2008（平成 20）年

度に本研究班によって実施された「日本人成

人男性における MSM 人口の推定と HIV/AIDS
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に関する意識調査」の結果、近畿地方の推定

MSM人口は108,365人、大阪府のそれは46,457

人であった。近畿地方における MSM 向け商業

施設集積エリアが圧倒的に大阪地域に集中し

ていることを考慮すると、近畿地方在住のMSM

のおよそ 3人に１人が大阪の 3つの集積エリ

アを利用していることになる。 

（感染はどこで起こっているか） 

2007（平成 19）年度の時点では、都市部に

おける HIV 感染は MSM 向け商業施設を中心と

した性的ネットワークの中で起こっている可

能性が示唆されていた。この傾向が現在も続

いていると仮定し、MSM 向け商業施設利用層

の感染率を 5％、非利用層の感染率を 2％と仮

定すると、近畿地方在住 MSM で HIV に感染し

ている人口は、商業施設利用層で約1,650人、

非利用層で 1,500 人となる。この数値を近畿

地方でこれまで感染がわかった2,709人（2010

年 6月末時点での患者・感染者の累計、非 MSM

を含む）と照らし合わせると、HIV に感染し

ており、かつそのことに気付いていない MSM

がおよそ一千名にのぼることが推定される。

この層への二次予防介入が喫緊の課題である

と推測できる。 

2．各プログラムとその効果評価 

各プログラム（コミュニティ・ペーパー、

ドロップインセンター、STI 勉強会、若年層

ネットワークプログラム、ハッテン場プロジェ

クト）の目標達成度および効果評価を総合す

ると、いずれのプログラムも比較的順調に推

移しているものの、目標達成度、効果評価の

両面において頭打ちの傾向がみられ、現在の

予算・人員のもとではプログラム効果が飽和

状態に達しつつあることが示唆されている。 
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